
 

 

船橋市介護支援専門員研修等費用助成事業補助金交付要綱  

 （目的）  

第１条 この要綱は、介護支援専門員の法定研修を修了し、かつ、市内の介護保険サ

ービス事業所に就業する者に対し、船橋市介護支援専門員研修等費用助成事業補助

金（以下「補助金」という。）を交付することにより、本市における介護保険サー

ビスに係る雇用確保及び介護保険サービスの安定供給に資することを目的とする。  

 （定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。  

⑴ 介護サービス事業者 次に掲げるいずれかの事業を行う指定介護サービス事業

所であって市内に所在するもの（以下「事業所」という。）を運営する者をい

う。  

ア 特定施設入所者生活介護  

イ 小規模多機能型居宅介護  

ウ 認知症対応型共同生活介護  

エ 地域密着型特定施設入居者生活介護  

オ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

カ 看護小規模多機能型居宅介護  

キ 介護老人福祉施設  

ク 介護老人保健施設  

ケ 介護医療院  

コ 居宅介護支援  

サ 介護予防支援  

⑵ 介護支援専門員 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第７条第５項に規定する介護支援専門員をいう。  

⑶ 介護支援専門員実務研修受講試験 法第６９条の２第１項に規定する試験をい

う。  

⑷ 法定研修 別表に示す研修をいう。  

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件のいずれにも該当

する者とする。ただし、第４号に掲げる要件にあっては、市長が必要があると認め



る場合は、この限りでない。 

⑴ 申請日において、法定研修を修了しており、かつ、当該研修に係る都道府県へ

の交付申請を行った介護支援専門員証の交付日（ただし、主任介護支援専門員研

修の場合、当該研修の研修修了日とする。）（以下「証交付日」という。）が、

申請日の属する年度の前年度の４月１日以降であること。 

⑵ 介護支援専門員として事業所（市長が特段の事情があると認める場合を除き、

同一の事業所に限る。）に、証交付日以降３か月以上継続して就業し、かつ、申

請日においても就業していること。 

⑶ 介護サービス事業者に直接雇用されていること又は介護サービス事業者の役員

等（役員その他の実質的に事業の経営に関与している者をいう。）であること。 

⑷ 船橋市市税条例（昭和２９年条例第３０号）に規定する市税に滞納がないこ

と。 

⑸ 介護支援専門員実務研修受講試験の受験及び法定研修の受講に係る経費につい

て他の公的な制度による助成（本事業による補助を含む。）を受けていないこ

と。 

（対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、介護支援

専門員実務研修受講試験の受験手数料並びに法定研修に係る受講料及び教材費（以

下「受講料等」という。）とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、対象経費（研修事業者等又は就業先である介護サービス事業

者等から当該経費について助成等を受け、又は受ける予定である場合には、受講料

等から当該助成等に係る額を控除した後の経費）のうち市長が必要があると認める

ものについて、予算の範囲内において、受講料等の２分の１の額を限度とする。 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、別に定める期間内に船橋市介護支援専

門員研修等費用助成事業補助金交付申請書（兼申立書及び個人情報の利用に係る同

意書）（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

⑴ 領収書その他の対象経費を支払ったことを確認できる書類の写し 

⑵ 証交付日を確認できる書類の写し  

⑶ 船橋市税を滞納していないことを証する書類  

⑷ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請について変更が生じた場合は、遅滞なく市長に届け出なけ



ればならない。 

 （交付決定の通知） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適正と認めたときは、予算の範囲内において補助金の交付決定をし、その旨を船橋

市介護支援専門員研修等費用助成事業補助金承諾（不承諾）決定通知書（第２号様

式）により、当該申請をした者に通知するものとする。 

 （交付申請の取下げ）  

第８条 第６条第１項の規定による申請をした者は、前条の規定による通知を受けた

場合において、当該申請を取り下げようとするときは、速やかにその理由を付して

市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決

定はなかったものとみなす。 

 （交付決定の取消し等） 

第９条 市長は、補助金を交付する旨の決定を受け、又は補助金の交付を受けた者

が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金を交付する旨の決定を取り消

し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部に相当する額を返還させるものと

する。 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により、補助金を交付する旨の決定を受けたとき。 

 ⑵ その他補助金の交付決定の内容及びこれに附した条件その他法令等に違反した

とき又は市長の指示に従わなかったとき。 

２ 第７条の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。  

（補助金の返還） 

第１０条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る

部分に関し、既に補助金が交付されているときは、船橋市補助金等の交付に関する

規則（昭和５６年船橋市規則第５０号。以下「規則」という。）第１６条の２第１

項に基づき、その返還を命ずるものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第１１条 既に補助金の支給を受けた者は、第９条第１項の規定により補助金の交付

決定が取り消された場合において、補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に

係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額につき規則

第１６条の３第１項に規定する割合で計算した加算金を市に納付しなければならな

い。 

２ 第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、既に補助金



の支給を受けた者の納付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、

その納付金額は、まず当該返還を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 

３ 既に補助金の支給を受けた者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに

納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、その

未納付額につき規則第１６条の３第４項に規定する割合で計算した延滞金を市に納

付しなければならない。 

（交付時期） 

第１２条 補助金は、第７条に規定する額の決定後に交付する。 

（雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月２８日から施行し、同年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 令和７年度における証交付日についての第３条第１号規定の適用については、同

号中「補助金の申請日の属する年度の前年度の４月１日以降」とあるのは、「令和

７年１月１日以降」とする。  

  



別表 法定研修（第２条関係）  

 

  

区分  介護保険法等根拠法令  

介護支援専門員実務研修  法第６９条の２第１項  

介護支援専門員再研修  法第６９条の７第２項  

主任介護支援専門員研修  介護保険法施行令第３７条の１５第１項  

介護保険法施行規則第１４０条の６８第１項第１号  



第１号様式 
船橋市介護支援専門員研修等費用助成事業補助金交付申請書 

（兼申立書及び個人情報の利用に係る同意書） 
  
船橋市長 あて 
船橋市介護支援専門員研修等費用助成事業補助金の交付を受けたいので、船橋市介護支援専門員

研修等費用助成事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により、次のとおり申請します。 

申 請 日     年  月  日 ※法人証明欄に記載の日付から３０日以内の申請に限り有効となります。 

申

請

者

 

フリガナ 

氏  名 
 印 

生年月日 明・大・昭・平      年   月   日 

住所 （郵便番号    －      ） 

電話番号        －       － 

メールアドレス  

申立及び 

個人情報の利用に係る

同意 

 
補助金の交付申請にあたり、以下の事項について申し立てます。また、個人情報の利用について同

意します。 

・本申請の対象となる受験手数料及び研修の受講に係る経費について、本申請において申告する

ものの他、いかなる助成（本事業による補助を含む。）も受けておらず、また受ける予定でな

いことを申し立てます。 

・市役所内他課、研修事業者等、介護サービス事業者又はハローワーク等の他機関に対し費用の

助成に係る確認を行う際に、個人情報を利用することについて同意します。 
 
      氏  名                      

研修の種類 

（該当するものに〇） 

⑴  介護支援専門員実務研修   ⑵ 介護支援専門員再研修  

⑶ 主任介護支援専門員研修  

介護支援専門証交付日       年    月    日 

補助対象経費（※）            円 

交付申請額            円 
 
※補助対象経費について、研修事業者等又は就業先である事業所の運営法人等から助成等を受け、 

又は受ける予定の場合には、補助対象経費の合計から当該助成等に係る額を控除した額を記載し、当該助成等を受け、
又は受ける予定であることが確認できる書類を添付すること。 

 

口
座
振
込
依
頼
欄 

銀行 信用組合 
信用金庫 農協  

本 店 
支 店 
出張所   

金融機関コード     支店コード    

口座種別 普通 当座 その他（      ） 口座番号        

口座名義人 
フリガナ 

氏名 

 
【法人証明欄】 
・申請者が介護支援専門員として、  月  日現在、３か月以上継続して就業している 
・受験手数料及び研修費用として、    円を法人負担している。（負担が無い場合は０円を記載） 
 

事業所名・事業所番
号 

 

事業所所在地  

運営法人名・代表者
印 印  



第２号様式  

船橋市介護支援専門員研修等費用助成事業補助金承諾 (不承諾 )決定通知書  

第     号  

年  月  日  

            様  

船橋市長       

先に申請のありました船橋市介護支援専門員研修等費用助成事業補助金の交付につい

て、船橋市介護支援専門員研修等費用助成事業補助金交付要綱第７条の規定により、次の

とおり通知します。  

研修の種類  

⑴ 介護支援専門員実務研修  

⑵ 介護支援専門員再研修  

⑶ 主任介護支援専門員研修  

交付の諾否    

否の場合の理由    

交付申請額    

補助金交付決定額    

支払予定日        年    月    日  

その他    

船橋市介護支援専門員研修等費用助成事業補助金交付要綱第９条の規定により、以下の場

合はこの通知による交付の決定を取り消し、既に交付した補助金がある場合はその全部若し

くは一部の返還を命じます。また、申請内容に変更が生じた場合は遅滞なく市長に対し届け

出ること。  

⑴ 偽りその他不正の手段により、補助金を支給する旨の決定を受けたとき。  

⑵ その他補助金の交付決定の内容及びこれに附した条件に違反したとき又は市長の指示

に従わなかったとき。  


